





























には、トルコ共和国建国 100 周年を迎える 2023 年までには原子力発電によっ
て総発電量の少なくとも 5％をまかなうと明記されている（T.C. Enerji ve Tabii 
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Kaynaklar Bakanlığı, 2010）。 
その後、地中海沿岸のアックユ（Akkuyu）における原子力発電所建設を 2010
年 5 月にロシアが受注し、黒海沿岸シノップ（Sinop）における原発建設につ
いては、本稿執筆時点（2012 年 5 月）で韓国と日本に加え中国とカナダも受
注競争に参加しトルコ政府と交渉を行なっている状況である。日本がトルコ









トルコ経済は 2002 年から 2007 年までは高成長を維持していたものの、世
界金融危機の影響で 2009 年にはマイナス成長に陥った（図 1）。しかし翌年
にはいち早くその影響から脱し、実質経済成長率は 9.2％へと回復、2011 年
も政府目標の 7.5％を上回る 8.5％と高成長を達成した。トルコの 2011 年の名














年の一次エネルギー総供給量は 1,069 万石油換算トンであったが、1980 年に
は3,144万石油換算トン、2000年には7,635万石油換算トン、2009年には9,766
万石油換算トンとなっている。トルコは一次エネルギー供給を 1960 年代まで
は薪を中心とする自然エネルギーや石炭、1970 年代から 1980 年代にかけて
は主に石炭と石油に依存していたが、その後天然ガスへの依存を強めた。石
炭が一次エネルギー供給に占める割合は1960年には約30％であったが、1980
年には 22％へと一度低下し、1990 年以降は約 20%～30％の水準で推移して




図 1 トルコの実質経済成長率の推移 
(出所)トルコ統計局（TurkStat）より筆者作成。 
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図 2 トルコの一次エネルギー総供給量と供給構成比の推移 
(注)「その他」には薪炭材や再生可能エネルギーを含む。 
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28 億 kWh であったものが 1980 年には約 233 億 kWh、1990 年には約 575 億
kWh、2000 年には 1,249 億 kWh と、それぞれ 8 倍強、20 倍強、44 倍強と増





水力が 19％、石油火力が 3％となっている。 
 
(注)四捨五入により、構成比の割合の合計は必ずしも 100 にならない。 
(出所) International Energy Agency, Energy Balances of OECD Countries, 2011 年版より筆者作成。 
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ギー輸入依存度は、1980 年には 45%、1990 年には 51%、2000 年には 64%へ
と高まり、2009 年には 69%となった。つまり、トルコのエネルギー自給率は
31%と低い状態にある。また、2009 年の石炭輸入依存度は 42%、石油輸入依
存度は 92%、そして天然ガス輸入依存度は 98%であった。 
(出所) International Energy Agency, Energy Balances of OECD Countries, 2011 年版より筆者作成。 
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つあり、原油輸入全体に占めるイラクの割合は 2006 年ではわずか 2％であっ





45％、イランから 21％、アゼルバイジャンから 12％を輸入している（図 7）。 
 
 
(出所) International Energy Agency, Energy Balances of OECD Countries, 2011 年版より筆者作成。 
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(出所) International Energy Agency, Oil Infomation, 2011 年版より筆者作成。 
図 6 原油の輸入先（2010 年） 
(出所) British Petroleum, BP Statistical Review of World Energy June 2011 より筆者作成。 


































3－1 1950 年代および 1960 年代 
トルコは 1950 年代より原子力の平和利用に関心を示し、1960 年代から何
度も原発導入を試みてきたが、これまで政治的経済的理由により挫折を繰り
返してきた。現在 AKP 政権が進めている原発建設計画はトルコにおける 6
度目の試みである。 
第 2 次世界大戦終結後、米ソ間の核開発競争が激化する中で当時のアイゼ
ンハワー米大統領は 1953 年 12 月、ニューヨークで開催された国際連合総会
で演説し、「平和のための原子力（Atoms for Peace）」を訴え、国際的な原子
力機関の設置を提唱した。1954 年 12 月の国連総会では、満場一致で原子力
の平和利用決議案が採択され、国際原子力機関（IAEA）を遅滞なく創設する
ことが合意された。トルコのセリム・サルペル国連大使はこの総会で、「トル
                                                  
1) 原発導入のもう一つの理由として、トルコが 2009 年に温室効果ガス削減を参加国に求め
る京都議定書に調印したこともあげられる。 
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（1955 年 7 月締結）であった（Hewlett & Holl, 1989, p. 236）2)。翌年にはトル
コでは原子力研究の推進、原子力に関する啓蒙活動、および原子力施設の管
理などを業務とする原子力エネルギー委員会（Atom Enerjisi Komisyonu, 
AEK）が首相直属の組織として設置された。AEK はその後 1982 年にトルコ





泳プール型研究用原子炉（TR-1 研究炉）が米国の協力により 62 年に設置さ
れた 3)。トルコと米国は 1959 年、ソ連を射程内に収める中距離弾道ミサイル
                                                  
2) 協定の原文は＜http://photos.state.gov/libraries/turkey/461177/pdf/T3320.pdf ＞にて閲覧可能。 
3) 同原子炉は財政上の理由により 1977 年 9 月に廃炉となり、1982 年に TR-2 研究炉として再
稼働されたが、1993 年 3 月には放射性物質コバルト-60 を含む冷却水が周辺の湖に流出す
る事故が発生している。また、1979 年には Triga Mark II 研究炉がイスタンブル工科大学で












（Yarman, 1982, p. 313）。1965 年、電源資源計画省が IAEA の協力を得て
300MW の重水炉建設のための調査を実施し、原発建設に青信号が出される
（Yarman, 1982, p. 313）。1967 年から 1970 年にかけて行われた実用化調査研





3－2 1970 年代および 1980 年代 
1973 年、AEK はより包括的な実用化調査、建設予定地選定、入札方式の
精査を実施し、600MW の原発建設（運転開始目標は 1986 年）を決定する。
そのための建設地探しが 1974 年から 1975 年にかけて行われ、地震の影響が
トルコで最も少ないとして地中海沿岸のアックユが候補地として決定される。
76 年には AEK がアックユにサイト・ライセンスを発行し、翌年入札準備が
始まる。入札ではスウェーデンの ASEA-ATOM 社と STAL-LAVAL 社による
コンソーシアムが最高額を提示する。1980 年まで両社と契約交渉が続くが、
1980 年にスウェーデン政府が借款保証を取り下げたことや、同年 9 月にトル
コでは軍事クーデターが発生したことによる政治混乱により交渉は中止、原
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考えられている（Yarman, 1982, pp. 314-315）。原発建設が政治争点となること




国際入札が行われる。応札の結果、カナダの AECL（アックユで 600MW の
CANDU 炉を一基）、ドイツの KWU（アックユで 990MW の加圧水型軽水炉
を一基）、米国の GE（シノップで 1,185MW の沸騰水型軽水炉を１基もしく




（Kibaroğlu, 1997, p. 36）。一方、アックユでの原発建設に関してはターンキー
方式による原発納入で AECL と KWU は大枠で契約合意に至る。しかしトル

























CAREM-25 原子炉建設に向けて共同企業体を設立し、同原子炉を 1991 年か
ら 92 年の間に建設することで合意した（BBC, 1990b）。アルゼンチンがトル
コに原子力技術とノウハウを提供し、トルコが資金援助をすることも取り決
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められた（BBC, 1990a; BBC, 1990b）。長期的な目標としては、両国の共同事
業として発展途上国への CAREM-25 原子炉の輸出振興が掲げられており、ト
ルコのトゥルグト・オザル首相とアルゼンチンのカルロス・メネム大統領ら





3－3 1990 年代 




は原発導入に向けた国際入札の準備を開始し、1995 年に韓国の KAERI を入
札手続きに関するコンサルタントとして選択する。1997 年には入札が行われ
AECL、NPI（Nuclear Power International）、および WH（Westinghouse）がそれ
ぞれ率いる 3 つのコンソーシアムが応札した。 
しかしその後の応札評価は進まず、落札企業の発表は数回延期されること
になる。1996 年から 1999 年のトルコでは、イスラム政権に対する軍事介入
（1997 年 2 月）や不安定な連立政権が続いていた。1999 年 8 月にはトルコ北
西部でマグニチュード7.4のマルマラ大地震が発生し、1万7千人以上が死亡、
4万 4千人が負傷する。さらに 11月にもデュズジェ地震（マグニチュード 7.2）
が発生し、800 名以上が死亡した 5)。こうして入札結果の発表が遅々として












府は 2000 年 7 月 25 日、アックユの原発建設計画凍結を閣議決定し、トルコ
の財政状況が改善されるまでは天然ガスや水力エネルギーによって電力を賄
うと発表した（Hibbs, MacLachlan, & Silver, 2000）。 
 





その後トルコでは AKP が 2002 年総選挙で第一党となり、単独政権を樹立、
安定した政治運営を行うとともに経済の立て直しに成功した。IMF 主導の経
済立て直しプログラムも功を奏し、2002 年には通貨危機から回復、2004 年に
は 1990 年代に 100％に達したインフレ率も一桁台へ収束、2009 年の国際金融
危機までの数年間トルコ経済は順調に成長を続けていく。 
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2008 年 9 月にはアックユ原子力発電所建設に向けた国際入札が行われ、ロ
シアのアトムストロイエクスポルト（ASE）とトルコ企業によるコンソーシ







水型原子炉 4 基（総出力 4,800MW）を建設することとなった（総工費およそ







                                                  
6) トルコ政府は黒海に面するブルガリア国境からわずか 5 キロの位置にあるイイネアダ
（İğneada）にも 3 カ所目となる原発建設を検討している（“Town near Bulgaria,”2011; 





初は韓国の KEPCO が韓国型原子炉（APR1400）4 基（総出力 5,600MW）を























の執筆時点（2012 年 5 月）では、トルコ政府はシノップ原発計画について、
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Izmir Environmentalist Lawyers Group）はアックユの反原発運動に対する法的
支援を行い、1996 年には十分な環境アセスメントが行われていないとして原
                                                  







職業団体、NGO などがアックユ反原発プラットフォームを 1993 年に立ち上
げ、原発計画中止を求めて抗議デモや政治集会、署名活動などを展開し、原
発の危険性を訴えた（Çiğdem, 2005 p. 76）8)。1994 年から 2000 年までの間に
は、毎年 8 月 6 日から 9 日まで、広島・長崎への原爆投下に合わせてアック
ユ近郊で反原発集会も開催している。さらに核戦争防止国際医師会議
（International Physicians for the Prevention of Nuclear War）もアックユの運動を
支援し、外国企業に対してトルコへの原発輸出を断念するよう訴えた
（Kadirbeyoğlu, 2005, p. 107）。こうしたアックユでの反原発運動は、トルコ政







                                                  











れを無批判に受け入れたと断じている（Özemre, Bayülken & Gençay, 2000, pp. 45-46）。 
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2009 年 12 月にグリーンピース・トルコ本部を訪問しメンバーらと会談、そ
こで「あなたは原発とともに生きていくのか」と書かれた T シャツを贈られ、
「わたしはそのつもりだ」と返答し、反原発の声を聞くとはしながらも原発
導入を進める政府の決断は変わらないとの認識を示している（“Tea for some 












ルギーへの投資を支持した人はわずかに 7％、反対とした人は 62％であった。 
2011年3月の東京電力福島第一原発事故は日本国内だけではなく諸外国に
おける人々の原発に対する態度にも影響を与えているが、2011 年 5 月にフラ
ンスの市場調査会社 IPSOS（2011）がトルコでおよそ 500 人を対象に実施し
た世論調査では、原発建設に「強く反対する」とした人の割合は 56％に、「や
や反対」は 15％に上った 9)。2011 年 7 月にリサーチ会社 GlobeScan（2011）
が英国 BBC の委託を受けて 1000 人を対象にトルコの主要都市で実施した世
                                                  
















1997）。特に 1980 年代から 1990 年代にかけてはトルコからパキスタンへの、
2000 年以降ではトルコからイランへの核拡散問題が持ち上がっている。 
トルコの原発計画に核拡散の懸念が浮上したのはトルコとパキスタンの関
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をトルコ政府は示し（“Turkey says it will,”1981）、その後もトルコからパキ
スタンへの核拡散の懸念は完全には解消されなかった。インドが核実験を行
った直後の 1998 年 6 月にも、パキスタンのナワズ・シャリフ首相がトルコの
スレイマン・デミレル大統領に核兵器開発での協力を持ちかけたと報じられ、
再びパキスタンとの問題が浮上している（“Turkey denies having,”1998; 
Thompson, 1998）。 







両国が導入を目指していた CAREM 原子炉は出力が 25MWe と電源として
は発電力が小さい。アルゼンチン政府は、CAREM 炉は局地的電源や海水の
淡水化熱源としても使えるとの立場からその開発を進めていたが、トルコの






（Kibaroğlu, 1997, p. 38）。そして TAEK は、諸外国からの核拡散に対する懸
念を無視してアルゼンチンとの原発開発を推し進めた場合、トルコが将来よ
り大きな原発を導入する際の障害になりかねないとして共同開発中止を決定
する（Kibaroğlu, 1997, p. 37）10)。 







（Elektronik Kontrol Aletleri, EKA）からリビアに輸出された周波数変換器や遠
心分離器のモーターなどが発見されており、カーン・ネットワークへのトル
コ企業の関与が発覚した（Fidler & Huband, 2004）。EKA の経営者はこうした
機材がリビアの核兵器製造に使われるとは認知していなかったとして関与を
否定したが（Fidler, 2004）、後に米国務省は EKA およびその経営者をカーン
博士の核密売に関与したとして米国政府の制裁対象に指定した。 
2005 年には米国の CIA とトルコの諜報機関により、イタリアからイランに
向けてウラン濃縮に転用可能なアルミニウム合金棒 3.2 トンを積んだトラッ
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た（Hsu, 2011; Stricker, 2011）。また、米国財務省はジャファリの密輸ネット
ワークにはトルコ人ビジネスマン 2 名も関与していたと判断している。 
その後トルコ政府は核関連技術の拡散防止策を強化し、2005 年には米国が
2003 年に提唱した「拡散に対する安全保障構想（Proliferation Security 
Initiative）」への参加を決めた。これを受けてブッシュ政権は 2008 年、トル
コからの核拡散の懸念は解消されたとしてトルコとの原子力協力協定法案を
議会に提出し、同協定は同年 6 月に批准された 11)。ブッシュ政権がトルコと
の原子力協定の議会提出を決定した背後には、原子力計画が停滞した場合に
はトルコがさらにエネルギー供給先としてイランへの依存をさらに強めかね





                                                  
11) クリントン政権時代、米国はトルコと 2000 年 7 月に原子力協力協定に署名したが、その
後のこうしたトルコ企業による核拡散活動への関与が露見したため 2008 年まで協定の議
会提出が見送られていた。なおトルコは米国の他にフランス（2011 年批准）、ロシア（2011
年批准）、ドイツ（1998 年署名）アルゼンチン（1992 年批准）、カナダ（1986 年批准）、
韓国（1999 年批准）、ヨルダン（2011 年署名）、中国（2012 年署名）とも原子力協定を交

























に目を向けると、2012 年 2 月から 3 月にかけてトルコの主要都市で行われた
世論調査（EDAM, 2012）では、「核武装したイランからの脅威に対して、ト
ルコは核武装すべきか、もしくは NATO の核の傘に頼るべきか」12)との問い
                                                  
12)  NATO 加盟国であるトルコには米国の戦術核兵器がおよそ 90 発が配備されている。 
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防ぐためにトルコも核保有をすべきだと主張している（Kibaroglu & Caglar, 
2008, p. 71）。トルコの主要紙のひとつである Milliyet のコラムニストである
ドアン・ヘペルは、中東でのトルコの外交的影響力を強め、トルコ国民とし




Caglar, 2008, p. 72）。 
他方、トルコ政府はこれまで一貫して大量破壊兵器と核兵器不拡散へのコ
ミットメントを維持している（Udum, 2007）。トルコは IAEA に 1957 年に加
盟し、NPT 条約には 1969 年に署名、1979 年に批准している。また、1999 年

























クルを独自に構築する権利を固持したい考えだ（Ülgen, 2011, pp. 151-157）。 
トルコの原発計画の根本には、エネルギー安全保障分野において諸外国へ
                                                  
13) 核燃料バンクとは、核不拡散を目的として、原発新興国に対しウラン濃縮や再処理技術の
制限を課す代わりに、IAEA が低濃縮ウラン燃料の安定供給を保証する構想。 
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入や財政難といった問題は、1960 年代から 2000 年代初頭にかけては原発導
                                                  
14) トルコのウラン埋蔵量はおよそ 9,200 トンと見積もられており、今後トルコが原発を運営
する上でこの埋蔵量が十分な量であるかをめぐり意見がわかれている。30 年から 50 年は
トルコ国内のウランで十分だとする声が政府内にある一方で、その採算性に疑問の声が出
ている。（Fitzpartrick, 2008, p. 66）。そのため、TAEK や資源調査探査局（Maden Tetkik ve 
Arama Genel Müdürlüğü）は新たなウラン鉱の調査を継続している。また、トルコ国内に
はトリウムが比較的豊富に存在するため（推定埋蔵量 38 万トン）、代替核燃料としてのト
リウムの研究も国内の研究所で進められている（Fitzpartrick, 2008, p. 66）。 
15) これまで何度か AKP 政権の閣僚らからトルコも今後民生用ウラン濃縮に着手するとの発
言が出たことがある。2010 年にはレジェップ・タイイップ・エルドアン首相が南アフリ
カ副大統領との共同記者会見で「平和利用のためのウラン濃縮はすべての国の権利であり、
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